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１． 重要性を増す気候変動教育 

（１）国民の気候変動問題への関心 

現在、日本では大企業を中心に多くの企業が気候変動対策を積極的に進めている。国際的なイニシアティ

ブである TCFD1・SBT2・RE1003に取り組んでいる企業の数は世界でもトップクラスである4。またゼロカ

ーボンシティ5の表明を行う自治体も急速に増え、2020 年 10 月時点で 166 だった自治体の数は 2021 年 10

月に 479 となっている。表明自治体の総人口は約 1 億 1,177 万人6で全国民の約 9 割をカバーしている。 

一方、国民の関心はどうか。内閣府の世論調

査（図表１）によると地球温暖化問題について

全体では 9 割近くの人が「関心がある」また

は「ある程度関心がある」と回答している。し

かし、年代別に見ると 18 歳～29 歳では約 2

割が「あまり関心がない」または「全く関心が

ない」と回答しており、関心の度合いについて

も「関心がある」の割合が他の年代よりも低い

ことが見て取れる7。また、パリ協定8について

は「名前は聞いたことがある」人が全体で

64.9％（18 歳～29 歳では 62.0％）と 3 分の 2

近くいたものの、その「内容まで知っている」

人は 19.1％（同 11.8%）に留まり、パリ協定の内容までは世間に浸透していないことが明らかとなった9。 

カーボンニュートラル社会への移行を円滑に進めるには、世代を問わず多くの国民が気候変動問題を自分

事として捉える必要がある。そのためには知識が必要であり、知識をインプットする「教育」が重要となる。

特に若い年代の知識・関心を高めるためには、義務教育課程からの「気候変動教育」が重要と考える。 

 

（２）国際的にも重要視される気候変動教育 

気候変動教育の重要性は国際条約でも謳われており、「持続可能な開発のための教育（Education for 

Sustainable Development、以下 ESD）」の一つとして認識されている。 

気候変動教育が国際的な議論の俎上に載せられるようになったのは 1992 年に開催された国連環境開発会

議、いわゆる地球サミットである。このサミットでは環境分野の国際的な取組みを定める行動計画に ESD の

カーボンニュートラル社会に向けた 

気候変動教育 
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現在、国内では政府・自治体・企業を中心にカーボンニュートラル実現を目指した取組みが進められている。

しかし国民の気候変動問題への関心・理解度は若年層を中心にまだ不足している。気候変動問題は長期的ス

パンで解決に当たるべき課題で国民の理解と行動変容が必要であり、そのためには義務教育期における体系

的な気候変動教育の導入が効果的であると考える。 

＜図表１＞地球温暖化問題への関心 

（出典）内閣府「令和２年度気候変動に関する世論調査（2020

年 11月実施）」をもとに SOMPO 未来研究所作成 
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必要性が掲げられるとともに、気候変動枠組条約が採択された。同条約では人間活動が温室効果ガス（以下

GHG10）の濃度を著しく増加させている状況への憂慮から、第 6 条に教育・訓練・啓発が地球温暖化防止の

ために不可欠であることが明記された。 

その後 2002 年に ESD を普及・促進するための「国連 ESD の 10 年（2005 年～2014 年）」が採択され、

気候変動教育は以後、ESD を具体化する領域の一つとして取り組まれてきた。 

ESD については 2015 年に採択された 17 の目標と 169 のターゲットを持つ SDGs11でも、目標 4「すべて

の人に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する」に掲げられており、気候変動

教育は目標 13「気候変動に具体的な対策を」のターゲット 3 に位置付けられている12。 

 

２．義務教育課程における気候変動教育 

（１）学習指導要領への ESDの組込み 

日本では 2017 年 3 月の学習指導要領改訂で、ESD が初めて学習指導要領に組み込まれ、教育の現場から

「持続可能な社会の創り手」の育成を目指すことが標榜された13。しかし、改訂公表時には小学校での英語

教育の充実化やプログラミング教育の導入に注目が集まり、ESD に関する記述は世間では殆ど注目されなか

った。本改訂は移行期間を経て小学校で 2020 年度、中学校で

2021 年度から全面的に実施されている14が、教育現場におい

ても ESD の重要性に対する十分な理解が進んでいないこと

が最近の調査結果で明らかとなっている。 

環境省は 2021 年 3 月、教職員等 1,000 名に対して環境教

育に関するアンケートを実施した（図表２）。新学習指導要領

に ESD が組み込まれたことを知っていて授業に取り入れた

教員は 12.1％に留まった。ESD の記載を「知っているがきち

んと読んだことはない」教員が 39.2%と最も多く、記載され

ていること自体を「知らなかった」教員も 26.3％存在する15。 

教員からは ESD に対して、「まだ意識を向けるだけの余裕

がない」や「掲示板にポスターが貼られている程度で、特に意

識した授業までは行われていない」などという声が出ている

16。 

 

（２）環境省・文部科学省による通知 

2021 年 6 月、地球温暖化対策の推進に関する法律の改正を受け、環境省と文部科学省は連名で全国の教育

委員会等に向けて「気候変動問題をはじめとした地球環境問題に関する教育の充実について」という通知を

発信した17。この通知では国民一人一人が脱炭素型のライフスタイルへ転換していくことの重要性を掲げ、

気候変動教育の充実化を求めている。前述の教育現場の現状を踏まえると、すぐに反映していくのは容易で

はなさそうだが、時間をかけてでも対応していくことが望まれる。 

 

３．企業が取り組む気候変動教育 

教育現場での気候変動教育が進まない中、子どもたちへの気候変動教育に取り組む民間企業が出てきてい

る。 

＜図表２＞教職員による ESD の位置付け 

（出典）環境省「令和２年度環境教育等促進法基本方

針の実施状況調査（2021 年 3 月実施）」をも

とに SOMPO 未来研究所作成 
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(１) 東京ガス 

東京ガスは環境省の実証事業で、ナッジ理論を用いた学校向けの「省エネ教育プログラム」を開発した18。

ナッジ（nudge）とは「肘でそっと突く」ことを意味し、行動科学などの理論に基づくアプローチにより、

人々が自発的に望ましい行動を選択するよう促す仕掛けを示す用語である。プログラムには児童・生徒が自

宅の電気やガスのメーターの数値を読み取り記録することや、地球温暖化問題について学習したうえで自分

ができる省エネ行動を考えて新聞を作成・発表するといった内容が盛り込まれている。 

本プログラムを受講した児童・生徒の家庭において、電気とガスの使用に伴う約 5.1％の CO2削減効果が

見られ、教育後も効果が持続するという結果が得られた。また特徴的なのは、児童・生徒への教育が間接的

にその家族にも影響を与え、家庭全体の行動変容にも効果が見られた点である。子どもがメーターの設置場

所を家族に尋ね、使用量の推移を共に確認することなどが家族の省エネ行動の実践につながったと考えられ

る。保護者からは「子どもが家族に省エネ行動を教えたり、進んで行動していたので（親も省エネを）心が

けるようになった」という声が出ている19。 

 

(２) 富士通 

富士通は、企業価値の持続的な向上を目指したサステナビリティ経営の一つとして、小・中学校向けの環

境教育出前授業を行っている20。「将来のシゴトとエコ～キャリア教育×環境教育～」および「データを活用

して効果的な省エネを考えよう」の 2 テーマを学校授業の一環として実施している。前者のテーマでは地球

温暖化等の改善のために「環境に関する幅広い職業観」の育成を、後者のテーマでは家庭での消費電力削減

の方策を考え実践することで創造性や問題解決能力を養うことを目的としている。 

教員からは「普段関わることのないプロの方とのやり取りは刺激があり、子どものやる気のみならず学習

の質を高めることにつながると実感できた。」という感想が出ている。また、学校単独では実践しづらい学習

内容を学年ごとに焦点化した取組みが評価され、経済産業省のキャリア教育アワード優秀賞を受賞した21。 

 

現状、教員が気候変動教育を授業に取り入れるためには、カリキュラムを考え教材を用意する事前の準備

が生じる。２.（１）で取り上げた環境省による教職員アンケートにおいても、環境教育を行う際の課題とし

て、「授業時間の確保が難しい（42.9%）」に次いで「適切な教材やプログラム等の準備ができない（27.9％）」、

「カリキュラムマネジメントが難しい（27.7%）」という回答が多く挙げられていた22。 

企業が子どもたちへの気候変動教育に取り組む動機は、社会貢献による認知度の向上や、家庭・地域・学

校との関係構築など様々だが、こうした企業の取組みは気候変動教育を進めるにあたって有益な役割を果た

すと考えられる。 

 

４．ドイツの気候変動教育 

環境先進国と呼ばれるドイツでは、14 歳から 22 歳の若者の 45％が「気候変動問題がドイツで非常に重要

な問題」であると認識し、33%が「かなり重要な問題」だと捉えている23。そのドイツの義務教育と幼児教育

における気候変動教育の事例を紹介する。 

 

(１) 義務教育 

デュッセルドルフを州都とするノルトライン・ヴェストファーレン州（以下 NRW 州）ではエネルギー環
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境教育を実施している。 

日本の小学校に相当する基礎学校では、社会・理科などを統合した「事実教授」の教科内に環境教育の要

素が組み込まれていて、「エネルギー資源と環境にやさしい使い方」に関する知識の獲得が求められている24。 

基礎学校修了後の前期中等教育25では、自然科学と社会科学の両方でエネルギー環境に関して学習する。

自然科学では再生可能エネルギー・原子力・気候変動などが社会に及ぼす影響や課題を認識し、問題解決に

向けた行動力の育成が目的となっている。社会科学系の教科においては、産業革命以降のエネルギー消費の

拡大、化石燃料への深刻な依存と環境影響などについて学ぶ。生徒には対立的なテーマについて双方の立場

で調査させるなどの取組みをしている26。 

このようなエネルギー環境教育は NRW 州以外でも全国的に行われている27。それはここ数年で始まった

ものではなく、ドイツ政府は 1971 年に環境計画の中で「環境を意識した行動を教育目標として学習計画に

入れるべきである」と環境教育の必要性を明確にしている28。 

ドイツでは国民の 57%が GHG 排出量の削減を最も重要な政治的目標と考えているという調査結果29があ

る。また、ドイツにおいて中等学校教育における ESD の実施が持続可能な行動のために効果的なことを実

証した研究30もある。ドイツ国民が世代を問わず気候変動問題に関心が高いのは、このような学校教育で培

われてきた基礎知識が土台にあるとは考えられないだろうか。 

 

(２) 幼児教育 

ドイツには、基礎学校就学前の幼児を対象とした、「森の幼稚園」と呼ばれる地域の自然保護や環境教育を

行うエコセンターが各地に存在する。森の幼稚園では自然観察等のイベントが随時開かれ、子どもたちが自

然体感を行い豊かな感性を育むためのプログラムが運営されている。プログラムには ESD や気候変動教育

のエッセンスも取り入れられていて、身近な題材をテーマに社会とのつながりを体験的に学習できるように

なっている。例えばあるエコセンターではブルーベリーの収穫に取り組む場合、冬にスーパーで売られてい

るブルーベリーは外国から飛行機で運ばれてきているため CO2を多く排出していて、環境への影響が大きい

という知識を教えている31。 

幼児期からこのような体験学習の機会があれば、自然に環境への関心が向上するとともに、CO2の排出削

減を当たり前のように意識するようになるだろう。 

 

５．まとめ 

体系だった教育カリキュラムが導入されているドイツと比較すると、日本では義務教育における気候変動

問題を初めとした ESD の普及は今後の課題といえよう。学習指導要領に「持続可能な社会」に関する記述は

散見されるが、教科間・学年間の系統性が見られないという指摘もある32。 

カーボンニュートラル社会の実現に向けた行動変容が全世代に求められる中、若年層の関心の薄さは将来

にわたっての懸念材料であり、若年層に対する気候変動教育の重要性はもっと認識されてよいと考える。 

幼児期や義務教育課程における気候変動教育が一般化し、社会に出るまでに気候変動に関する基礎的な知

識を習得しておくことで、CO2排出削減を意識した行動が定着する。基礎的な知識を習得しておけば、将来

エネルギー政策などカーボンニュートラル社会移行への方策等を主体的に判断できるようになる。さらに東

京ガスの「省エネ教育プログラム」の事例で見られたように、子どもへの教育が家族の行動変容にもつなが

る。体系的な気候変動教育の普及は、子どもの現在および将来の行動を変え、さらにはその家族の行動を変

え、大きな効果が期待できると考える。 
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1 Task Force on Climate-related Financial Disclosures：企業の気候変動に対応した経営戦略を開示する枠組み。 
2 Science Based Targets:科学的根拠に基づき、企業がパリ協定の求める水準と整合するように設定した GHG 排出削減目

標。 
3 Renewable Energy 100%：企業が事業活動に必要な電力の 100％を再生可能エネルギーで賄うことを目指す枠組み。 
4 環境省 Web サイト「企業の脱炭素経営への取組状況」 

<http://www.env.go.jp/earth/datsutansokeiei.html>（最終閲覧日 2021 年 11 月 30 日） 
5 2050 年までに CO2排出実質ゼロにすることを目指す地方自治体。 
6 環境省「地方公共団体における 2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況」 

 <https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html>（最終閲覧日 2021 年 11 月 30 日） 
7 内閣府「令和２年度気候変動に関する世論調査」（2020 年） 

 <https://survey.gov-online.go.jp/r02/r02-kikohendo/2-1.html> 
8 世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して、2℃より充分低く抑え、1.5℃に抑える努力を追求することを目的とした国際

的な枠組み。 
9 7 と同様。 
10 Greenhouse Gas：大気中に含まれている二酸化炭素（CO2）やメタン（CH4）など、地表から放射された赤外線の一部を

吸収することにより温室効果をもたらす気体の総称。 
11 Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標。 
12 日本 SDGs 協会 Web サイト「SDGs について」 

 <https://japansdgs.net/sdgs/>（最終閲覧日 2021 年 11 月 30 日） 
13 文部科学省「小学校 学習指導要領（平成 29 年告示）」（2019 年） 

<https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2018/09/05/1384661_4_3_2.pdf> 
14 政府広報オンライン「2020 年度、子供の学びが進化します！新しい学習指導要領、スタート！」（2019 年） 

 <https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201903/2.html#section1> 
15 環境省「令和２年度環境教育等促進法基本方針の実施状況調査（アンケート調査）」（2021 年） 

 <http://www.env.go.jp/policy/post_154.html> 
16 平和政策研究所「持続可能な社会の創り手を育むために ―学校における SDGs 教育についての考察―」（2021 年） 

 <https://ippjapan.org/archives/6270> 
17 全国地球温暖化防止活動推進センター「気候変動問題をはじめとした地球環境問題に関する教育の充実について（通知）」

（2021 年） 

 <https://www.esd-j.org/news/6191> 
18 東京ガス「学校での省エネ教育が家庭の CO2 排出量削減につながることを日本で初めて実証」（2021 年） 

 <https://www.tokyo-gas.co.jp/news/press/20210422-01.html> 
19 省エネ教育プログラム検討委員会「省エネ教育の普及に向けた提言書」（2021 年） 

<https://j-nudge.jp/education/_pdf/news_20210422_2.pdf> 
20 富士通「環境教育出前授業」 

 <https://www.fujitsu.com/jp/about/csr/community/society/education/>（最終閲覧日 2021 年 11 月 30 日） 
21 富士通「環境教育出前授業が第 7 回「キャリア教育アワード」優秀賞を受賞」（2017 年） 

 <https://pr.fujitsu.com/jp/news/2017/01/18.html> 
22 15 と同様。 
23 BMU,”Jugendstudie: Klima- und Umweltschutz stehen bei Jugendlichen hoch im Kurs” 

 <https://www.bmu.de/pressemitteilung/jugendstudie-klima-und-umweltschutz-stehen-bei-jugendlichen-hoch-im-kurs/>

（visited Nov.30） 
24 橋場隆「ドイツのエネルギー環境教育の状況」（2006 年） 

 <http://www.inss.co.jp/wp-content/uploads/2017/03/2006_13J037_063.pdf> 
25「ギムナジウム」「実科学校」「基幹学校」「総合学校」等の種別が存在し、基礎学校修了後に生徒の適性や能力に基づき進

学先が分かれる（州により教育制度は異なる）。 
26 24 と同様。 
27 24 と同様。 
28 石澤清史「ドイツの環境首都フライブルク考」（1997 年） 

 <https://www.jstage.jst.go.jp/article/wmr1990/8/2/8_2_95/_pdf> 
29 CLEW,”Most Germans willing to pay more to fight climate change – survey” 
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